
「指定都市都道府県調整会議の開催の申出に対する 

神奈川県知事の対応について」 
県内３指定都市市長連名のコメントを発出しました 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
指定都市都道府県調整会議の開催の申出に対する神奈川県知事の対応について 

 

神奈川県知事及び横浜市長、川崎市長、相模原市長（以下「三市長」）のそれぞれが特別自治市制

度に関する見解を様々な場面で発信し、神奈川県における地方自治のあり方などについて市民、県民

の関心も寄せられる中、三市長は、知事・市長間での意見交換が必要であると考え、「持続可能な行

政運営に向けた県と指定都市の役割分担」を首長間で協議するため、2 月 18 日に連携し、地方自治

法に定める「指定都市都道府県調整会議」の開催を知事に申し出た。 

これに対して、3月 8日に知事からは、三市長が協議を求める「持続可能な行政運営に向けた県と

指定都市の役割分担」については、指定都市都道府県調整会議の協議案件に該当しないとして、申出

事項に関しては、「『指定都市都道府県調整会議』ではなく、別途、実務レベルでの協議の場を設けて

議論したい」旨の回答があった。 

他の自治体では、指定都市都道府県調整会議などを活用し、幅広い議題で知事・市長間の積極的な

協議が行われている中、三市長の求めに応じない姿勢は、理解し難い。 

今後、三市長としては、指定都市都道府県調整会議にこだわることなく、知事に対し、三市や神奈

川県における行政の実情を踏まえ、速やかに我々三市長と前向きで率直な議論をしていただくこと

を強く求めていく。 

 

令和 4年 3月 11日 

 

横浜市長 山中竹春 

川崎市長 福田紀彦 

相模原市長 本村賢太郎 
 

参考資料１ 指定都市都道府県調整会議（総務省公開資料） 

参考資料２ 指定都市都道府県調整会議の開催状況（総務省公開資料） 

 

本件については、横浜市、川崎市、相模原市で同時発表しています。 

お問合せ先 

政策局大都市制度推進本部室制度企画課長    高橋 佐織  TEL:045-671-4323 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

令 和 ４ 年 ３ 月 １ １ 日 
政 策 局 制 度 企 画 課 

本日（３月 11日）、山中市長を含む県内３指定都市市長（山中 横浜市長、福田 川崎市長、本村 

相模原市長）が、次の「指定都市都道府県調整会議の開催の申出に対する神奈川県知事の対応につ

いて」を発出しましたので、お知らせします。 



指定都市都道府県調整会議

指定都市の市長 都道府県知事

○ 指定都市又は都道府県は、二重行政を防止するために必要であると認めるときは、調
整会議における協議を求めることができる。

→ 指定都市又は都道府県は、協議を求められれば、応じなければならない。

協議を調えるために必要と認めるとき
総務大臣の勧告を求める申出が可能

総務大臣の勧告
（指定都市都道府県勧告調整委員

及び各省の意見を聴く）

指定都市都道府県調整会議

【構成員として追加可能な者】
・他の執行機関の代表者
・職員
・議会を代表する者として議会が選任した者

・学識経験者

○ 指定都市と都道府県の二重行政の問題を解消し、事務処理を調整するための協議の場

（改正法の施行により、いわば自動的に設置されていることになるもの）

【例】
・公共施設の整備（都市部に不足する介護老人福祉施設の整備など）
・同一の施策の調整（圏域の成長のための産業政策や中小企業支援策など）
・類似した行政分野の調整（ゲリラ豪雨対策としての河川整備と下水道整備など）

目的

協議事項
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